
様式第三号（第二条、第十三条の二、第十三条の三関係） 

（用紙Ａ４） 

直前３年の各事業年度における工事施工金額 

 
（税込・税抜／単位：千円） 

 
 

事 業 年 度 

 

 
注 文 者 

 
の 区 分 

許可に係る建設工事の施工金額  
その他の建 

設工事の施 
工金額 

 
 

合  計 

 

土木一式工事 とび・土工・ｺﾝｸﾘ ﾄー工事 
造 園 工事 解体工事 

 うちＰＣ  うち法面 

  
第３７期 
 
平成25年１月１日から 
 
 
平成25年12月31日まで 

 

 
元 
 
請 

 
公 共 

   
400,452 

 
0 
     
225,500 

 
0 
 
   275,235 

 

 

 

 

 
   901,187 

 
民 間 

   
212,100 

 
0 
     
200,968 

 
0 
 
   126,486 

 

 

 

 

 
   539,554 

 
下  請 

      
0 

 
0 
     
327,700 

 
0 
 
   100,670 

 

 

 

 

 
   428,370 

 
計 

   
612,552 

 
0 
     
754,168 

 
0 
 
   502,391 

 

 

 

 

 
 1,869,111 

 
第３８期 
 
平成26年１月１日から 
 
 
平成26年12月31日まで 

 

 
元 
 
請 

 
公 共 

 
0 

 
0 
     
250,680 

 
0 
 
   246,040 

 

 

 

 

 
   877,620 

 
民 間 

 
0 

 
0 
     
380,005 

 
0 
 
   169,528 

 

 

 

 

 
   816,513 

 
下  請 

         
0 

 
0 
     
210,885 

 
0 
 
     8,451 

 

 

 

 

 
   219,336 

 
計 

   
647,880 

 
0 
     
841,570 

 
0 
 
   424,019 

 

 

 

 

 
 1,913,469 

 
第３９期 
 
平成27年１月１日から 
 
 
平成27年12月31日まで 

 

 
元 
 
請 

 
公 共 

 
0 

 
0 
     
188,188 

 
0 
 
   442,553 

 
      0 

 

 

 
 1,222,141 

 
民 間 

 
0 

 
0 
      
44,812 

 
0 
 
     6,815 

 
  1,944 

 

 

 
   540,109 

 
下  請 

         
0 

 
0 
      
44,000 

 
0 
 
         0 

 
      0 

 

 

 
    44,000 

 
計 

 
1,077,938 

 
0 
     
277,000 

 
0 
 
   449,368 

 
  1,944 

 

 

 
 1,806,250 

  
第  期 
 
平成 年 月 日から 
 
 
平成 年 月 日まで 

 

 
元 
 
請 

 
公 共 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
民 間 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
下  請 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
第  期 
 
平成 年 月 日から 
 
 
平成 年 月 日まで 

 

 
元 
 
請 

 
公 共 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 
民 間 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 
下  請 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 
計 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

記載要領 

１ この表には、申請又は届出をする日の直前３年の各事業年度に完成した建設工事の請負代金の額を記載すること。 

２ 「税込・税抜」については、該当するものに丸を付すこと。 

３ 「許可に係る建設工事の施工金額」の欄は、許可に係る建設工事の種類ごとに区分して記載し、「その他の建設工事の施工金額」

の欄は、許可を受けていない建設工事について記載すること。 

４ 記載すべき金額は、千円単位をもつて表示すること。 

 ただし、会社法（平成17年法律第86号）第２条第６号に規定する大会社にあっては、百万円単位をもつて表示することができる。

この場合、「（単位：千円）」とあるのは「（単位：百万円）」として記載すること。 

５ 「公共」の欄は、国、地方公共団体、法人税法（昭和 40年法律第 34号）別表第一に掲げる公共法人（地方公共団体を除く。）及

び第18条に規定する法人が注文者である施設又は工作物に関する建設工事の合計額を記載すること。 

６ 「許可に係る建設工事の施工金額」に記載する建設工事の種類が５業種以上にわたるため、用紙が２枚以上になる場合は、「その

他の建設工事の施工金額」及び「合計」の欄は、最終ページにのみ記載すること。 

７ 当該工事に係る実績が無い場合においては、欄に「０」と記載すること。 

 

50 

該 当 す る も の を ○ で 囲 む （ 決 算 書 の 会 計 処 理 に あ わ せ る ）  

許可を受けていない
業種の軽微な建設工
事 の 施 工 金 額 を 記
入。兼業売上は計上
しないこと。 

財務諸表の完成工事高と一

致する。 

「元請」とは、施主から直接受注し

たものをいい、それ以外の他の建設

業者が請け負った工事の一部を請

け負ったものを「下請」という。 

該当工事あれば計上するこ

と。 


